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白銀保育所 運営事業者 募集要項 

 
 
 

【募集に当たって】 
  北九州市では、「元気発進！子どもプラン（第３次計画）【令和２～６年度】」に

基づき、保育所運営の効率化と機能の拡大を図るため、老朽化した施設の建て替

え等にあわせて直営保育所の民営化を行うとともに、指定管理保育所の民間移譲

を進めています。 
  また、民営化に当たっては、保護者の多様なニーズに対応するため、延長保育や

一時保育などの特別保育の充実に取り組むこととしております。 
 
  この度、白銀保育所について、施設の老朽改築にあわせて、保育所を民営化する

ため、運営事業者を募集いたします。 
 

  応募に当たりましては、本書（募集要項）や関係法令等を十分にご理解のうえ、

ご応募くださいますようお願いいたします。 
なお、応募があった事業者の選考については、「選考過程の透明性」や「機会

の公平性」を確保するため、児童福祉に関する学識経験者や保育経験者等で構成

される運営主体検討会を設置し、審査・選考いたします。 
 

 

令和５年５月 

北九州市子ども家庭局子ども家庭部保育課 
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１ 保育所の概要  

 

施設名称：北九州市立白銀保育所 

所 在 地：北九州市小倉北区白銀二丁目２番２５号 

定  員：９０名 

入所児童：６１名（令和５年４月１日現在） 

敷地面積：１，０１４．１４㎡ 

延床面積：  ５４３．５１㎡ 

園庭面積：  ５４７．８０㎡ 

構  造：ＲＣ造２階建 

建築年月：昭和５４年４月竣工（築４３年経過） 

そ の 他 ：添付資料「保育所の概況」「施設の配置図及び平面図」のとおり 

※建物の所有権移転手続き及び土地の使用貸借契約時には、後日実施する測量結果に伴

う確定面積を使用するため、上記面積と異なる場合があります。 

 

２ 運営開始年月日  

 

令和６年４月１日（予定） 

※仮設園舎整備までの間は現園舎、仮設園舎整備後は新しい保育所が竣工するまでの間、

仮設園舎において保育を実施 

 

３ 定  員  

 

１００名 

※入所児童数の推移を踏まえ、施設の建替えにあわせて保育所の定員を９０名から  

１００名に見直します。 

 

４ 今後のスケジュール  

 

令和５年  ６月     応募書類受付 

〃   ８月頃    運営主体検討会開催 

１０月頃    選考結果の公表 

   １０月頃    運営事業者の紹介（保護者へ） 

１１月～    保育士による保育の引継ぎ 

  令和６年  ４月１日   保育所運営開始（現保育所）   

    〃   ４月～９月  整備補助金申請、仮設園舎整備 

１０月～    仮設園舎へ移転、新保育所建設 

令和８年   １月頃    新保育所竣工・移転 
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５ 現保育所等の移譲・貸与  

 

（１）建物 

無償譲渡します。 
 

（２）土地 

北九州市財産条例及び北九州市公有財産管理規則に基づき貸与します。 

 

【土地貸付料】 

・令和６年４月から２５年間を経過する日までは、無償 

・令和６年４月から２５年間を経過した後は、北九州市財産条例及び北九州市 

公有財産管理規則に定める額（５０％減免を適用） 

 

（３）備品等 

保育の実施に必要な備品及び消耗品については、施設の改築までの間、現保育所

内の備品等を無償で貸与します。 

 

６ 施設の改築について  

 

白銀保育所は築４３年が経過しており、施設が老朽化しているため、早期に施設

の改築を行う必要があります。このため今回の運営事業者の募集に当たっては、新

保育所の改築計画についても、各応募団体から提案を受け、その内容について評価

を行います。 

【仮設園舎の土地】住所：小倉北区白銀二丁目 白銀公園内（約 480 ㎡） 
仮設園舎の土地については、運営事業者に無償で貸与します。新園舎の解体、 

改築が完了するまで、白銀公園内の土地に仮設園舎を設置し、保育運営を行 

っていただきます。 

※仮設園舎設置にあたっては、都市公園法等の関係法令の遵守が必要です。 

※仮設園舎撤去後は、公園の現状復旧が必要になります。 

※仮設園舎での運営の際の駐車場は、白銀公園に隣接しているスイミングスクール

の駐車場を使用していただきます。（月額４万円の負担が必要。） 

 
【改築に伴う補助金の交付について】 

改築に当たっては、国の施設整備補助金（交付金）に基づいて、次のとおり必

要額の一部を補助します。 
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◇ 改築費…国の定める「就学前教育・保育施設整備交付金※」のうち、改築

に係る施設整備補助基準額を基にした総事業費の３／４に相当

する額 
◇ 仮設園舎整備費、現園舎解体費 

…法人負担の全額（市予算の範囲内で、必要額の全額を補助します） 
◇ 補助対象者 

…社会福祉法人、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人 
   ※ 補助金の詳細についてはＰ３１～３２を参照のこと。 

 

◇ 改築の実施時期及び方法については、市と法人が事前に協議したうえで、施設整備に係

る国の施設整備補助金（交付金）の調整や市の予算調整の結果などを受けて正式に決定し

ます。 
 

７ 応募資格者  

 
応募できる方は、次のとおりです。 

※  応募条件として、下記事項と併せて現地説明会（申込期限５月２５日（木））への出席が

必要（Ｐ５参照） 

 

１ 本社、支店又は主たる営業所、事業所等を、事故など緊急な対処を要する事態が

発生した場合に迅速に対応できる場所に有する法人（社会福祉法人、一般社団法人、

一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人、特例財団法人、学校

法人、宗教法人、特定非営利活動法人、消費者生活共同組合、会社法第２条第１号

に規定されている会社）で、児童福祉法第３５条第５項第４号のイからルまでのい

ずれにも該当しないこと。 

  なお、これから新設する法人は、令和６年２月開催予定の「児童福祉専門分科会

審査部会」までに北九州市社会福祉法人等審査会において法人設立の承認を受ける

ことができることを条件に対象とする。（P１９参照） 

 

２ 原則として、保育所の経営を行うために直接必要な全ての物件について所有権を

有しているか、又は国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許可を受けてい

ること。ただし、国及び地方公共団体以外の者から貸与を受けている場合は、「不動

産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成１６年５月２４

日雇児発第 0524002 号）に定められた要件を満たすこと。 
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３ 保育所の年間事業費の１２分の１以上に相当する資金を、普通預金、当座預金等

により有していること。 

 

４ 社会福祉法人及び学校法人以外の法人については以下の条件を満たすこと。 

（１） 保育所を経営するために必要な経済的基礎があること。具体的には、上記２

及び３のいずれも満たし、かつ直近の会計年度において、保育所を経営する事

業以外の事業を行っている場合は、法人全体の財務内容について、３年以上連

続して損失を計上していないこと。 

（２） 当該保育所の経営担当役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。以下同じ。）が社会的信望を有すること。 

（３） 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。 

具体的には、次に掲げるア及びイのいずれにも該当するか、又はウに該当する

こと。 

ア 実務を担当する幹部職員が保育所等（保育所並びに保育所以外の児童福祉施

設、認定こども園、幼稚園、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保

育事業及び事業所内保育事業をいう。）において 2 年以上の勤務経験がある者で

あること若しくはこれと同等以上の能力を有すると認められる者であること、

又は経営担当役員に社会福祉事業について知識経験を有する者を含むこと。 

イ 社会福祉事業について知識経験を有する者、保育サ－ビスの利用者（これに

準ずる者を含む。）及び実務を担当する幹部職員を含む運営委員会（保育所の運

営に関し、設置者の相談に応じ、又は意見を述べる委員会をいう。）を設置する

こと。 

ウ 経営担当役員に保育サ－ビスの利用者（これに準ずる者を含む。）及び実務を

担当する幹部職員を含むこと。 

 
※ なお、今回の募集に対して応募を行った者が、「暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）」に規定する暴力団又は暴力

団員及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係にあることが判

明した場合は、選考を待たずに失格とします。 
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【確認事項】(※重要) 

 
○ 北九州市立保育所は、「北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例」

により設置が定められています。このため保育所の民営化に当たっては、これに

先立ち、市議会において市立白銀保育所の廃止についての条例改正が必要です。 

○ このため、仮に条例改正の議決が得られない場合、保育所民営化に関する事務

を停止する場合があります。 

○ また、運営事業者決定後は、運営開始までに私立保育所としての設置認可を受

ける必要があります。 
○ 応募に当たっては、こうした市の制度についてご理解のうえ、ご応募ください。 

 

 

８ 応募に関する期限について  

 

○あらかじめ募集要項を受け取り、現地説明会に参加しておくことが必要となります。 

○配布場所、提出先、問い合わせ先は２２ページの【問い合わせ先・書類の提出先】

を参照してください。 

 

（１）募集要項の配布 

  令和５年５月１日（月）～５月２５日（木） 

※ 提出書類の様式(Word、Excel）は、データで提供いたします。 
 

（２）現地説明会 

募集に関する現地説明会を以下のとおり開催します。 

◇場 所：北九州市立白銀保育所 

◇日 時：応募者ごとに個別に日時を設定し、事前にお知らせします。 

   ※ 現地説明会は５月２８日(日)、６月４日(日)のいずれかを予定しています。 

◇参加申し込みについて 

募集要項を確認し、応募を行うことを検討している事業者は、現地説明会

に必ず出席していただきます。 

令和５年５月２５日(木)午後５時１５分までに、「現地説明会出席

申込書」を提出して下さい（ＦＡＸ可）。 
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（３）応募の申込期限 

  令和５年６月１２日（月）午後５時１５分まで 

「北九州市立白銀保育所運営法人応募申込書（様式１―１、１－２）」を持参又

は郵送（必着）にて提出してください。 

 

（４）募集要項等に関する質問 

募集要項の内容等に関する質問を下記のとおり受け付けます。 

◇受付期間：令和５年５月２２日（月）午前８：３０から 

令和５年６月 ６日（火）午前８：３０まで 

◇受付方法：質問票（様式あり）に記入の上、ＦＡＸまたはｅメールで提出し

て下さい。電話や来訪などの口頭による質問は受け付けません。 

なお質問に対する回答は、令和５年６月９日（金）までに申込者全員に共通の

文書で回答します。 

※市が準備した様式等において不備や記載枠がない等の場合は随時ご連絡くだ 

さい。 

※社会福祉法人の認可に関わる内容（役員構成や資金・土地の調達方法など）で、

応募者側で判断できない場合は、事前にお問い合せください。 

 

（５） 提出書類の受付期間 ≪期限厳守≫ 
提出書類の受付期間は次のとおりです。 

 

 
 令和５年７月３日（月）から７月１４日（金）までの平日 

  午前 9時から正午まで、及び午後 1時から午後 5時まで 
※必ず法人の担当者が持参すること。郵送不可。 

 提出書類が揃っているか確認を行うため、必ず事前連絡のこと。 

※ 提出先は、北九州市役所 子ども家庭局子ども家庭部保育課 事業調整担当 

  （１階市民ホールでの対応になります。） 
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９ 応募に当たっての確認事項  

 

（１） 応募者について 
（社会福祉法人を設立する場合） 

・ 応募時には社会福祉法人ではないため、設立準備会として応募してください。 
① 仮の団体名は「（仮称）社会福祉法人○○会 設立準備会」、代表者の肩書きは「設立代表

者」としてください。 

② 「設立代表者」は、設立発起人会の議事録と委任状などで、代表権を明らかにした上で、

設立代表者として応募してください。 

 
・ 社会福祉法人の設立認可要件を満たすことが確実な状態で応募してください。 
① 法人設立に関する関係法令等（社会福祉法や国通知「社会福祉法人の認可について」等参

照）を十分に理解して応募してください。 
② とくに、役員構成（理事・監事）は「親族等の特殊な関係にある者」の人数制限があるの

で注意してください。特殊な関係には、同じ株式会社（同一法人）の役員同士、上司と部下、

異なる社会福祉法人の役員同士も含みます。 

③ なお、社会福祉法人の設立認可申請は、公募において選定された運営予定者が、令和６年

２月開催予定の「児童福祉専門分科会審査部会」までに当該審査会において法人設立の承認

を受けている必要があります。 

 

（既存の法人の場合） 

・ 応募に当たっては、理事会（取締役会）の議決等により、正式な意思決定を経

て応募してください。 

・ 社会福祉法人の定款変更については、応募前に変更する必要はありませんが、

「定款変更認可」の見込みについて、あらかじめ法人所管課(保育所を運営して

いる法人の場合は、保育課指導係)（☎582-2412）に相談してください。 

 
（２）運転資金について 

 施設の運営収入が確保されるまでの運転資金として、次の額に相当する現金、普

通預金又は当座預金等を、自己資金として確保してください。 
◎年間事業費の１２分の１以上に相当する額 

※ 年間事業費とは「資金収支（見込）計算書」の経常支出額を算定基礎としてください。 

※ 年間事業費は 1 年目の収支を基礎として差し支えありませんが、12 分の１は最低基準

であり、開設前からの職員採用なども想定して、実際に必要な運転資金を確保してくだ

さい。 
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（３）施設の改築に係る資金計画について 
・ 施設整備等に必要な資金の確保については、資金の調達方法や自己資金の比率等

が定められていますので、審査基準や関係法令等を十分に理解して資金計画をたて

てください。 

・ 施設整備の資金計画をたてる際に、財源として国・市の施設整備交付金の活用を

見込むことが可能です。 

 

※ 補助金の詳細についてはＰ３１～３２を参照のこと。 

 

（４）寄附について 
 法人の設立に必要な資産を寄附する場合は、書面による贈与契約が締結され、寄

附者の所得、資産状況、営業実績等からその寄附が確実であることが必要です。 
 また、寄附予定の資金は、応募書類提出後も確実に有している必要があるため、

随時、寄附者の残高証明により確認します。 
 
（５）保育所運営に当たっての条件 

 添付資料１の「北九州市立白銀保育所民営化に当たっての諸条件」（P24 参照）

を遵守してください。 
 

（６）その他留意事項 

① 著作権の帰属等 

・ 保育所運営主体の決定までは、応募書類等の著作権は、応募団体に帰属します。 

・ 保育所運営主体の決定後は、選定された応募提案書類の著作権は北九州市に帰

属し、選定されなかった応募提案書類は応募団体に帰属します。 

・ 提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

 

② 費用の負担 

応募に関し必要な費用は、応募者の負担とします。 

 

③ 虚偽の記載をした場合 

応募団体が提出書類に虚偽の記載をした場合や不正な行為があった場合は失格

とします。 

 

④ 転用の禁止 

今回の保育所運営主体の募集に当たって、北九州市が提供する全ての資料は、応

募に係る検討以外での使用を禁止します。 

8



 

 

 ⑤ 応募条件の承諾 

応募者は、応募書類の提出をもって応募条件等の公募内容を承諾したものとみな

します。 

 

⑥ 応募の辞退 

（選定前までの辞退について） 

 書類の提出期限後、運営事業者の選定前までに、やむを得ない事由等で辞退する

場合は、辞退理由を明記の上、応募代表者名の署名・捺印のある辞退届を提出して

ください。（様式任意） 

 

（選定後の辞退について） 

 運営事業者として選定された後に辞退することは、本市の行政計画全体に大きな

支障をきたすことになります。その影響を十分に認識した上で、確実に事業が実施

できる見込みをもって応募して下さい。 

 また運営事業者名は選定後に公表するため、その後に辞退する場合は、辞退理由

の公表及び必要に応じて、運営主体検討会等への説明を行っていただくこととなり

ます。 

 

⑦ 面接等による確認について 

提出書類の内容に関して、必要に応じ面接や照会を行います。 

また運営主体検討会において委員から提出書類等について質疑が行われます。 

 

１０ 提出書類の作成について 

 

（１）提出部数 

１２部（正本１部・副本１１部） 

正本については、登記事項証明書の原本を添付して下さい。 

副本は正本をコピーしたもので構いません（原本証明は不要）。 
 

（２）提出書類作成上の留意点 

○ 提出書類はパンフレット等を除き原則としてＡ４判で作成し、「応募申込書」

を表紙にし、縦型ファイルに左綴じで作成して下さい。 
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①

就

業

規

則

資

料

１

各

種

規

程様

式

２

┃

１

(2)
応

募

申

込

書

○ 提出書類は、番号入り仕切紙（白紙の仕切紙に様式１～５のインデックスを貼

ったもの）をはさみ、書類番号ごとに分けて綴り、ご提出ください。（提出書類

に直接インデックス等を貼らないでください。）ページ番号を連番で記入くださ

い。【資料１・２は番号不要】 

 

○ 市からの指摘により、資料の追加や差し替えが発生した場合も同様の部数を提

出してください。 
 

（正本について） 
○  履歴書や委任状などの個人印は、実

印を使用してください。 
 
○  社会福祉法人設立準備会の場合は、

委任を受けた者(設立代表者)の実印

を使用して下さい。 

 
○  印鑑証明や身分証明など公的証明

書が A4 サイズより小さい場合は、原

本を A４白紙に貼り付けて提出して

ください。 
 
○  応募に当たって、贈与契約書などの契約書（写）は、代表者名で次のような原

本証明をしてください。 

 
（代表者名による原本証明の見本） 

 

※様式が示されていないものは、内容がわかる書類を提出してください。 

※提出資料作成にあたっては、添付資料１の「北九州市立白銀保育所 

民営化に当たっての諸条件」を踏まえて作成してください。 

 

１１ 提出書類  

 

（１）応募申込書  

１ 保育所運営法人応募申込書 （様式１－１） 

２ 誓約書 （様式１－２） 

 

 

 

この写は原本と相違ありません。 
令和  年  月  日 

社会福祉法人 ○○会 設立準備会 
 設立代表者 ○ ○ ○ ○  実印 
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（２）事業者に関する書類 

【既設法人の場合】 

※＜社会福祉法人以外の法人も同一様式を使用し、必要事項を全て記入すること＞ 

１ 法人調書（様式２－１） 

２ 履歴書（理事（取締役・執行役）、監事（監査役）、評議員）（様式・共通Ⅰ） 

３ 理事会（取締役会）議事録等 ※法人として応募の意思が確認できるもの。任意様式。 

４ 定款（写） ※原本証明を行うこと 

５ 令和５年度の事業計画書（任意様式） 

６ 法人の現況報告書又は事業報告書 ※過去２年分 

７ 法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

８ 未納の税額がないことの証明書（法人税・消費税及び地方消費税法人税・市税） 

９ 決算書 

 ◆既設の社会福祉法人及び学校法人 

資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表、財産目録  ※過去３年分 

 ◆社会福祉法人及び学校法人以外の既設法人 

①損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書、財産目録 ※過去３年分 

②法人監査報告書又は「中小企業の会計に関する指針」の適用に関するチェックリスト 

※過去３年分 

10 保育所または社会福祉施設・幼稚園等の運営実績について（様式２－２） 

※ 保育所を運営している場合は保育所について記入し、保育所を運営していない場合は、

その他の社会福祉施設について記入してください。なお複数の施設を運営している団体

は、代表となる１か所について記入してください。 

※ 当該施設の運営実績を証する書類（設置認可証の写し、運営委託契約書の写し、保育

所の概況等）、及び過去３年間の施設監査の結果を示す書類を添付してください。なお監

査結果で指摘事項がある場合は、対応状況が確認できる書類を添えて提出してください。 

 ※ その他の法人は、主たる公益目的事業の運営実績について提出してください。(任意様式) 

11 施設長選任理由書（様式２－３） 

  12 履歴書（施設長）（様式・共通Ⅱ） 

  13 資格を証明する書類（施設長） 

14 運営委員会規程（※社会福祉法人及び学校法人以外の法人） 

15 運営委員会名簿（※社会福祉法人及び学校法人以外の法人）（様式２－４） 

16 履歴書（運営委員）（様式・共通Ⅱ） 
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【新たに法人を設立する場合】 

※＜社会福祉法人以外の法人も同一様式を使用し、必要事項を全て記入すること＞ 

１ 新設社会福祉法人調書（様式２－５） 

２ 履歴書（設立代表者、理事（取締役・執行役）、監事（監査役）、評議員）（様式・共通Ⅰ） 

３ 就任承諾書（理事（取締役・執行役）、監事（監査役）、評議員）（様式２－６） 

４ 印鑑証明書（設立代表者、理事（取締役・執行役）、監事（監査役）、評議員） 

※市町村発行のもの。 

５ 身分証明書（設立代表者、理事（取締役・執行役）、監事（監査役）、評議員） 

※市町村発行のもの。 

６ 所得額証明書（設立代表者） ※前年度のもの 

７ 設立発起人会議事録（任意様式） 

８ 定款（案） ※社会福祉法人の場合、定款準則に沿って作成すること。 

９ 委任状（設立準備会の代表権委任）（様式２－７） ※全役員分の委任状が必要。 

10 施設長選任理由書（様式２－３） 

 11 履歴書（施設長）（様式・共通Ⅱ） 

  12 資格を証明する書類（施設長） 

13 運営委員会規程（※社会福祉法人及び学校法人以外の法人） 

14 運営委員会名簿（※社会福祉法人及び学校法人以外の法人）（様式２－４） 

15 履歴書（運営委員）（様式・共通Ⅱ） 

 

（３）保育所運営に関する書類 

１ 保育所運営希望調書（様式３－１） 

２ 施設の運営体制について（様式３－２） 

（ア）管理運営組織図・体制図 

（イ）職員の人数・職種・資格・事務分担 

※ 事務分担ごとに対応する職員の人数、職種、及びその経験年数を記入してくだ

さい。 

※ 主任保育士を配置する場合は、その旨明記してください。 

（ウ）職員の配置・勤務ローテーション 

（エ）職員の採用計画、配置予定について 

※ 採用計画とともに、現時点で配置できる職員について、可能な限り記入してく

ださい。 

※ 履歴書（様式 共通Ⅱ）を添付してください。 

※ 履歴書は、児童福祉事業等（認可保育所、その他の児童福祉施設・社会福祉施

設、幼稚園）に従事した経験があればその年数を明記し、児童福祉事業に関する

資格を有する場合は資格名を記入したうえ証明書類を添えてください。 
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【経験年数についての注意】 

 経験年数については、常勤職員（１日６時間以上かつ月２０日以上勤務する職員）

として勤務した期間を算定してください。なお、日々雇用であった期間は算入しない

こと。（常勤職員の間の産前産後休暇及び育児休暇の期間は算入する。） 

※ 認可保育所における勤務経験とは別に、その他の社会福祉施設等で常勤職員と

して勤務した経験があれば、別途明記してください。 

 

    【施設長についての注意】 

      提出書類に基づき審査を行うため、運営主体として選定された場合、開所当初に提

出書類に記載した「施設長」の変更は認められません。 

      なお、「施設長」のやむを得ない都合（心身等）により変更が必要となる場合は、あ

らかじめ市と協議を行ってください。場合によっては、運営主体の選定をやり直すこ

ともあります。 

 

３ 職員の育成に対する考え方及び取り組み（様式３－３） 

※ 職場内研修、職場外研修会など、職員育成の考え方と計画について提案を求めます。 

 

４ 施設運営計画（様式３－４） 

※ 現在の白銀保育所の内容を受け継ぐことを基本として提案してください。 

※ 参考となる書類がありましたら添付してください。（例：マニュアル、様式等） 

（ア）保育所の運営内容に関する提案 

応募者の考える保育所の運営内容(通常保育、特別保育、地域活動等)についての提

案を求めます。 

(イ)保育に関する基本的な考え方 

ａ 保育理念、基本方針、保育の目標について 

白銀保育所の保育理念等を参考に、法人としての保育所運営の基本となる保育理

念や基本方針、保育の目標について提案を求めます。 

ｂ 全体的な計画について 

全体的な計画については、年齢別に子どもの発達過程を踏まえて「保育のねら

い」「保育の内容」についてご提案ください。 

ｃ 一日の過ごし方（デイリープログラム）について 

入所児童の一日の過ごし方（デイリープログラム）について、年齢別に提案を求

めます。 

ｄ 年間行事について 

一年間の行事計画について提案を求めます。 
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（ウ）子どもの健康管理について 

日常の健康状況の把握、発病時の対応、日常の健康づくりなど、入所児童の健康管

理について提案を求めます。 

（エ）給食について 

給食の提供にあたっての考え方や、子どもへの働きかけ、食事を楽しむ工夫、アレ

ルギー対応など、保育所の給食について提案を求めます。 

（オ）利用者の安全の確保に対する基本的な考え方及び取り組み 

事故の防止と安全対策について、職員への指導と子どもへの対応の考え方や具体的

な方法、対応マニュアル等について提案を求めます。 

また疾病時やＯ―１５７等の食中毒防止への対応、施設の衛生管理など保健衛生の

考え方について提案を求めます。 

（カ）施設の維持管理について 

施設の保守、清掃、設備管理、備品管理への取り組み、施設の補修の手続きについ

て提案を求めます。 

（キ）個人情報の保護・管理について 

個人情報の保護・管理について、組織としての考え方や具体的な取り組み方法、対

応マニュアル等について提案を求めます。 

（ク）サービス提供に関する組織としての取り組み 

ａ 保育の質の向上を目的とした取り組み 

保育の質の向上に向けた具体的な取り組み（職員参加等）について提案を求めま

す。 

ｂ 地域交流及び情報発信について 

保育所における地域交流の取り組みや、保護者及び地域へ向けた情報提供につい

て提案を求めます。 

ｃ 地域における子育て支援について 

育児相談や施設開放など、地域の子育て家庭を対象とした子育て支援の取り組み

について、提案を求めます。 

（ケ）保護者との相互理解の促進 

ａ 保護者への支援 

保護者と保育所が互いに理解を深めながら共に子育てに取り組む、といった「相

互理解」の視点を踏まえた保護者への支援や虐待の防止について、組織としての考

え方や具体的な取り組みの提案を求めます。 

 

ｂ ニーズ、苦情等への対応 

利用者の意見や苦情等への対応について､組織としての考え方や具体的な取り組

み方法、対応マニュアル等について提案を求めます。 
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（コ）第三者評価事業の実施について 

第三者評価事業を受けている場合は、評価結果の写しを添付してください。第三

者評価事業を受けていない場合で、現在運営している施設について自己評価を行っ

ていれば、その結果の写しを添付してください。また第三者評価事業への参加（受

審）の計画があれば記入してください。 

 

５ 引継ぎに関する書類（様式３－５） 

※ 従事する職員名、期間、その方法等具体的に記入してください。 

なお引継ぎの基本的な進め方については「公立保育所引継ぎ業務について（例）：添

付資料５」を参考にしてください。 

（ア）引継ぎ事業計画書 

（イ）引継ぎの職員配置計画書 

 

（４）資金に関する書類 

① 運営費に関する書類 

１ 資金収支（見込）計算書（様式４－１） ※３年分を提出のこと 

２ 資金収支事業別内訳書（様式４－２） ※３年分×事業別を提出のこと 

【注意】 

・ 運営費の算定に当たっては、人件費、事業費、事務費の区分を明確にしてください。 

・ 給与表等職員の賃金の単価がわかる資料を添付してください。 

・ 運営費収入は、特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に

伴う実施上の留意事項について（平成 27 年 3 月 31 日雇児発第 9 号）により、算定

してください。 

・ 運営経費は保育所運営の基本額を算定するものとします。このため特別保育事業の

支出及び収入は除いて計算してください。 

・  運営経費の考え方については、「添付資料１ ５ 運営費について」（P26～27）を参

照してください。 

 

② 施設整備（改築）に関するもの 

＜社会福祉法人＞  

＜学校法人及びその他の法人の場合も同一様式を使用し、必要事項を全て記入すること＞ 

１ 社会福祉施設整備調書（様式５－１） 

２ 見積書（建築工事費、設計費、設計管理費）） ※設計事務所によるもの。任意様式。 

３ 設備備品購入費の積算資料 ※見積書、または内容と金額が分かるもの。任意様式。 

４ 借入金の償還計画（様式５－２） 

※ 合計表と借入先別（福祉医療機構・金融機関・北九州市社会福祉協議会） 
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５ 融資確約書等 ※民間金融機関から借り入れる場合 

６ 借入限度額試算表（様式５－３） ※福祉医療機構から借入する場合 

７ 寄附予定者一覧（様式５－４）※該当する場合 

８ 贈与契約書 ※該当する場合。 

９ 建築設計図（敷地配置図、平面図、立面図、完成予想図）※仮設園舎、本園舎 
※ Ａ３版で縮尺は 1/200 または 1/300 で作成してください。建物と敷地境界との距離を

明示してください。敷地配置図には、屋外遊戯場の面積、駐車場の台数を記載してくだ

さい。平面図には、各保育室の面積（内寸も）、定員、何歳児室かを記載し、便器、洗面

所等の設備機器など可能な範囲で記載してください。保育室以外にも、できるだけ面積

を記載してください。 

 10 面積表（様式５－５） 

 11 工事工程表（任意様式） 

 

③ 寄附に関するもの 

 ・寄附予定者一覧（様式５－４）※該当する場合 

（ア）個人が寄附する場合 

１  資産申立書（様式６－１） 

２ 履歴書（様式・共通Ⅰ） 

※ 寄附者のみ。役員等として添付していれば寄附者としては省略可。 

３ 印鑑証明書 ※市町村発行のもの。同上。 

４ 身分証明書 ※市町村発行のもの。同上。 

５ 所得額証明書 ※市町村発行で前年度のもの。同上。 

６ 預貯金等残高証明書 ※現金寄附者のみ。 

（イ）法人が寄附する場合 

１ 法人の定款・寄附行為 

２ 法人の印鑑証明書 

３ 法人の登記簿謄本 

４ 社員総会等議事録 ※寄附等を議決した内容のもの 

５ 決算書（直近２期分） ※原本証明を行うこと。 

６ 預貯金等残高証明書 
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【資料１ 各種規程】…下記は例示 

 ① 就業規則 

  ② 給与規程（給料表含む） 

  ③ 経理規程 

  ④ 旅費規程 

  ⑤ 管理規程 

  ⑥ 運営規程 

  ⑦ 安全衛生規程 

 

【資料２ マニュアル・様式等】…下記は例示 

  ・全体的な計画              ・消防（防災）計画・災害時対応マニュアル 

 ・デイリープログラム           ・安全対策マニュアル 

  ・年間行事計画表             ・事故防止対策マニュアル 

  ・健康管理マニュアル           ・虐待に対応するマニュアル 

  ・感染対策マニュアル           ・個人情報保護マニュアル 

 ・食品衛生マニュアル           ・苦情解決マニュアル 

  ・食中毒対応マニュアル           

  ・大量調理施設衛生管理マニュアル      

  ・調理業務マニュアル 

  ・食育年間計画 

  ・食物アレルギー児マニュアル 

・離乳食マニュアル 

・献立表 
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１２ 禁止事項と欠格事項等について（重要事項） 
 
◇ 応募書類の提出期限後に、次に該当する場合、審査を行うことなく「失格」とし

ます。 

・ 提出された書類の内容に、重大な不備及び虚偽があると認められる場合 

・ 重要な事項（資金贈与者等）の変更があった場合 

・ その他市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合 

 
◇ 運営主体検討会による審査の前に、次の行為を行なった場合、審査を行うことな

く「失格」とします。 

・ 運営主体検討会の構成員などに対し、直接、間接を問わず連絡を求め、または

接触した場合 

・ その他市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合 

 

◇ 保育所の運営主体として選定された後に、次に該当することが明らかとなった場

合、審査・選定結果にかかわらず「失格」とします。 

・ 提出された書類の内容に、重大な不備及び虚偽があったと認められる場合 

・ 重要な事項（資金贈与者等）の変更があった場合 

 ※ただし、国の施設整備補助金（交付金）制度の変更に伴う資金収支計画の変更は除く。 

・ 寄附予定者の預金残高が、資金計画で予定された自己資金額を下回った場合 

・ その他市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合 

 

◇ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団又は暴力団

員、及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係にある者は一切応募でき

ません。これに違反していることが判明した場合は失格とします。 

※ 上記の失格事由への該当の有無について、関係する官公署に照会を行うことがあります。 

 

１３ 審査及び選定に関する事項  

 

（１）選定について 

・ 運営事業者の選定は、選考過程の公平性・透明性に配慮するとともに、保育

サービスに特化した審査を行うため、児童福祉分野に関する学識経験者、保育

経験者等からなる運営主体検討会を開催し、その検討結果を踏まえ、市が決定

します。 
 なお、上記の学識経験者等による検討の前に、応募者がこれらの関係者へ直

接・間接を問わず連絡を求め、または接触した場合、そのほか市民の疑惑や不
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信を招くような行為をしたと認められる場合、選考を行うことなく選考対象か

ら除外します。 
 
・ 審査結果によっては、運営事業者が選定されないことがあります。 

 
・ 社会福祉法人を新設する事業者が選定された場合、社会福祉法人の設立や施

設整備計画の内容について、北九州市社会福祉法人等審査会において改めて審

査を行います。 
※ 令和６年２月開催予定の「児童福祉専門分科会審査部会」までに当該審査

会において法人設立の承認を受けている必要があります。 
 

（２） 選定基準、選定方法について 

・ 運営主体検討会の全構成員が下記の選定基準に基づき各応募者の提案内容を

書類審査（採点）し、その合計得点をもって検討会の検討結果とします。 

 

・ 検討に当たっては、保育業務に関する知識・経験や保育所の運営計画など「サ

ービスの質（ソフト面）」を重視した評価を行います。 

 

・ 選定は書類審査により行いますが、運営主体検討会の中で応募者に対する質

疑応答を予定しています。出席できなかった場合は、選考対象から除外となり

ますので、あらかじめご了承ください。 

 

・ 応募書類受付後、審査・選定に進む前に、保育課より提出書類の内容につい

て必要に応じ照会、面接などを行うことがあります。なお、明らかに保育所に

求められる基準を満たしていない提案については、運営主体検討会による選定

の前に失格とする場合があります。 
 

・ 選定基準の評価において「サービスの質」、「経費」の２項目の合計点数にお

いて６０％以上獲得し、かつ、２項目それぞれにおいて５０％以上の点数を獲

得した法人を選考の対象とします。 
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 選定基準  

 

１「サービスの質」についての評価                 ８５点  

（１）基本的な考え方‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１０点 

①法人の経営理念            

②保育に関する理念             

（２）保育業務に関する知識及び経験‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４点 

①業務に関する知識               

②業務に関する経験および実績          

②－１ 業務に関する経験      

②－２ 運営実績         

（３）保育所の運営について‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５０点 

①業務に対する姿勢（基本的な考え方）  

②施設長、保育士の確保        

③業務に関する職員の研修計画         

④的確な施設の運営               

④－１ 一日の過ごし方について     

④－２ 子どもの健康管理について     

④－３ 給食について           

④－４ 安全管理、事故防止について     

④－５ 施設の維持管理について       

④－６ 個人情報の保護管理        

⑤サービス提供に関する組織としての取り組み     

⑤－１ 保育の質の向上を目的とした取り組み 

⑤－２ 地域交流、情報発信、子育て支援    

⑥保護者との相互理解の促進            

⑥－１ 保護者への支援           

⑥－２ ニーズ、苦情等への対応        

⑦第三者評価事業の実施               

（４）円滑な運営の移行‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  １１点 

①引継計画について                

②白銀保育所からの円滑な移行           

③引継担当保育士について             
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２ 経費についての評価                      １５点  

（１）保育所の運営費について‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ９点 

①運転資金の確保                  

②運営費について                  

③給与水準について                 

（２）施設整備費について‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ６点 

①施設整備費について（コスト面の評価）       

②必要な資金の確保                 

 

 

 

 

（３）市の選定結果の連絡 

 

結果については、選定次第、各応募団体に対し文書により郵送で通知します。 

 

（４）審査結果の公表 

 
法人選定に係る検討会の検討結果（応募者名、提案内容、得点等）は、原則として

公表することとしておりますので、ご了承下さい。（ただし、失格者に関する情報の

詳細については一定の配慮をいたします。） 

 

１４ 運営主体の選定後について  

 

（１）保育所運営主体との仮協定の締結 

市の選定した保育所運営主体候補者と協議を行い、運営引継ぎに関する仮協定を締

結します。 

［協定内容（案）］ 

① 運営引継ぎに関すること 

② 管理運営についての具体的事項 

③ 事業計画書に記載された内容に関すること 

④ 本市が支払うべき経費に関すること 

⑤ 個人情報の取扱いに関すること 

⑥ 指定の取り消し及び業務の停止に関すること 

⑦ その他市長が必要と認めるもの 

計１００点 
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（２）提案内容の遵守について 

保育所運営事業者は、保育所の運営に当たり、職員の採用、配置をはじめ公募申込

書及び関係書類に記載した内容を誠実に履行して下さい。 

仮にこれらの提案内容が遵守されないことが明らかになった場合、民営化に関する

事務を停止し、移譲施設及び貸与している備品の返還、土地の使用貸借契約の解除を

求めることがあります。 

 

（３）事業の継続が困難になった場合の措置 

保育所運営予定者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難になった場合は、

当該運営予定者は移譲施設及び貸与している備品を返還するとともに、土地の使用貸

借契約を解除することとし、また市は私立保育所設置認可の取り消しをすることがで

きるものとします。この場合、市に生じた損害は当該運営事業者が賠償するものとし

ます。 

なお、市は保育所運営事業者が円滑にかつ支障なく、当施設の業務が遂行できるよ

うに引継ぎを行うものとします。 

 

（４）協議 

保育所の民営化について疑義が生じた場合、市と保育所運営事業者は誠意を持って

協議するものとします。 

 

 

【問い合わせ先・書類の提出先】 
〒803-8501 北九州市小倉北区城内 1 番 1 号（北九州市役所 11 階） 

       北九州市子ども家庭局子ども家庭部保育課 

電話０９３－５８２－２４１２ FAX０９３－５８２－００７０ 
担当：光井・森 E-mail：kod-hoiku@city.kitakyushu.lg.jp 
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添付資料等 

 

添付資料１ 北九州市立白銀保育所 民営化に当たっての諸条件 

      別表１ 白銀保育所 入所児童数の推移 

       別表２ 公定価格 

 

添付資料２ 白銀保育所の概況 

 

添付資料３ 白銀保育所 施設の配置図及び平面図 

      白銀保育所 部屋別面積表 

      白銀保育所及び仮設園舎の位置図 

       

添付資料４ 北九州市延長保育事業実施要綱 

 

添付資料５ 北九州市一時保育事業実施要綱 

 

添付資料６ 公立保育所引継ぎ業務（参考） 
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北九州市立白銀保育所 民営化に当たっての諸条件 
 
１ 保育所運営について 
（１）保育所運営について 

① 定  員：１００名（施設建替え完了までは９０名） 

    ※定員構成は０歳≦１歳≦２歳≦３歳≦４歳≦５歳となるようにすること。 

② 開 所 日：月曜日～土曜日 

（日・祝日及び１２月２９日～翌年１月３日は休日） 

③ 開所時間：午前７：００～午後６：００ 

④ 対象児童年齢：概ね６か月～小学校就学前まで 

 

（２）保育内容等について 

① 保育内容については保育所保育指針を基本とし、白銀保育所の令和５年度

までの保育内容を尊重すること。 

② 白銀保育所の年間行事、地域交流事業等を基本的に継承すること。 

③ 延長保育を行うこと。（令和６年４月から） 

④ 一時保育を行うこと。（令和８年４月から） 

⑤ 障害児保育を行うこと。（市内全保育所が実施の対象） 

⑥ 苦情を受け付けるための窓口を設置する等、利用者やその保護者からの 

苦情に迅速かつ適切に対応するための措置を講ずること。 

⑦ 民営化後３年以内を目途に第三者評価事業に参加すること。 

 

２ 業務に関する留意事項 

 

業務を遂行する上での関係法令や条例（北九州市児童福祉施設の設備及び運営の

基準に関する条例、北九州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の

基準に関する条例等）、通知を遵守すること。特に以下の点に留意すること。 

 

（１）事故防止や災害時への適切な対応に努めること。業務に当たり、事故が発生

した場合は速やかに市に連絡し、必要な措置を講じること。また損害を賠償す

べき事故が発生した場合は、速やかに賠償すること。想定される事故に適切に

対応できる損害保険（損害賠償責任保険）に必ず加入すること。 

（２）保護者への情報提供や保護者の意見の反映に努めること。 

（３）保育料の収納に係る事務に協力すること。 

（４）市からの指導については、適切に対応すること。 

添付資料１ 
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（５）保育課、区役所保健福祉課等関係機関との連携に努めること。 

（６）給食は、アレルギー対応や食育に留意するとともに、市内統一献立に基づき

３歳未満児は完全給食（主食及び副食）、３歳以上児は副食のみを提供するこ

と。 

    白銀保育所は、市が調理業務委託を行っており、契約期間が令和６年
度末までとなっています。民営化にあたっては、現在の調理業務受託業
者と、令和７年３月３１日まで、現在の委託契約内容と同様の内容で契
約を行っていただくことになります。 

（７）現行施設のサービス水準を維持することを基本に、新たなサービスの導入等

により、現行サービスの水準の向上を図ること。 

（８）市及び保育関係機関・団体等が行う研修等に積極的に参加すること。 

（９）地域に密着した保育の専門施設として地域に貢献するという観点から、入所

児童のみならず、地域住民の福祉向上に努めること。 

（10）保護者・入所児童等の個人情報の取扱いには特に注意を払い、情報の流出が

生じないよう対策を施すこと。 

（11）施設設備及び物品の維持管理を適切に行うこと。 

（12）環境に配慮した施設の維持管理を行うこと。 

 

３ 業務の引継ぎについて 

 

（１）白銀保育所の運営予定者に選定された団体は、運営を円滑に移行するため、

現保育所の運営方法等を参考にするとともに、利用者と職員との人間関係づく

りを行うことを目的として、市の指導のもと、令和５年度に一定期間の引継ぎ

を行うこと。 

（２）引継ぎの実施にあたっては、委託契約に基づき、人件費等の必要経費の一部

を市が支給する。 

（３）引継ぎ期間は、令和５年１１月から令和６年３月までを基本とし、市が定め

る期間とする。 

   ※ 引継ぎ期間について、正式には法人選定後に改めて調整のうえ決定する。 

 

４ 職員について 

（１）職員数及び経験者の確保 

入所児童数に応じて必要な保育士等の職員を確保すること。特に保育士につい

ては認可保育所での実務経験者を一定数以上確保すること。 
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児童：保育士の配置基準 

年齢 配置基準（義務） 配置基準（任意） 

０歳児  ３：１  

１歳児 ※１５：１  

２歳児  ６：１  

３歳児 ２０：１ ※２１５：１ 

４歳児以上 ３０：１  
・小規模加配保育士を１人配置 

・保育標準時間認定を受ける子どもを受け入れる施設は１人（１日勤務保育士）配置 

※１ １歳児配置基準と※2 ３歳児配置基準については、参考資料（２）P41～を参考 

 

※ 保育士の確保については、安定的な保育サービスの提供のためには重要な要素の一つで

す。また、保育士としての実務経験や保育士の年齢構成も選定における審査に大きく影響

します。提出書類に記載された施設長、保育士の確保の内容が開所当初の職員配置と大き

く異なる場合は、信義則に反することになります。（市としても直接指導に当たることにな

ります） 
 

（２）引継ぎ期間における職員の配置について 

上記の引継ぎ期間において、令和６年４月より当該保育所に勤務する予定の職

員（施設長、保育士等）を配置すること。 

なお、これらの職員については、引継ぎの実施に先立ち、市との協議や保育所

の保護者説明会への出席など、保育所運営移行事務への参加を求めることがある

ので、その対応に留意すること。 

  ※ 引継ぎを行う職員が現に他の保育所に勤務している場合、確実に引き継ぎに

参加できるようにすること。 

 

５ 運営費について 

（１） 基本的な考え方 

 保育所の運営費は、特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保

育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定

に関する基準等の一部を改正する告示（内閣府告示第 539 号）に示される公定価格及

び施設管理費等に関し市から支払われる「民間保育所運営補助金」で運営すること。 

 また障害児保育や延長保育など、特別保育事業を行う場合は別途市要綱に定める額

の支給を行う。 

 運営経費は、保育所運営の基本額で算定するものとするので、特別保育事業の支出

及び収入は除外すること。 

  また、本市が定める保育料、特別保育を利用する場合の利用料（市要綱に定める額）

以外に保護者へ経費の請求を行わないこと。なお、消耗品等の実負徴収以外の上乗せ
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徴収をやむを得ず行う場合は市に協議のうえ、保護者に承諾を得ること。 

（２）保育所運営費の内訳について 

① 保育所運営費（国庫負担金）…公定価格（添付資料１別表２P34～参照） 

    ア 処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱについて 

     教育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い教育・

保育を安定的に供給していくために、「長く働くことができる」職場を構築するこ

とを目的として、公定価格に盛り込まれている加算項目です。 

職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の加算

（処遇改善等加算Ⅰ）及び技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加算

（処遇改善等加算Ⅱ）を行うものとして、支給されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    イ 減価償却費加算について 

     保育所整備に係る補助金を受けた場合は、加算の対象外となります。 

   ② 民間保育所運営補助金（参考資料(2)P58～参照） 

・おむつ代等の児童の人数に応じた経費 ・一般生活費等の定員ごとに定めた経費 

・保育備品費等の施設ごとに定めた経費            等 

   ③ 特別保育事業補助金（参考資料(2)P65～参照） 

・障害児保育事業費          ・延長保育事業費   等 

 

６ 保育所の経理について 

（１）保育所の会計は、社会福祉法人会計基準や国の通知により定められた処理

方法に従うこと。特に保育所運営費の使途については、一定の制限が課され

ているので、予め確認すること。（「子ども・子育て支援法附則第 6 条の規定

による私立保育所に対する委託費の経理等について」「「子ども・子育て支援

法附則第 6 条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について」の

運用等について）など参考資料(1)P160～参照） 

【処遇改善等加算Ⅰ】 

加算率
1% 1% 1% 1%

1% +1% +1% +1% +1%

1% +1% 1% 1% 1% 1%
15% 1% +1% 1% +1% +1% +1% +1%

1% +1% 1% +1% 3% 3% 3% 3%

1% +1% 1% +1% 2%

1% +1% 1% +1% 2%

1% +1% 1% +1% 2% 12% 12% 12% 12% 12%

10% 1% +1% 1% +1% 2% 11% ＜②の要件＞
1% +1% 1% +1% 2% 10% 基準年度の賃金水準※からの改善

1% +1% 1% +1% 2% 9% ※国家公務員給与改定に伴う人件費の改定率を 反映

1% +1% 1% +1% 2% 8%

+1% 1% +1% 2% 7%

5% 1% +1% 2% 6%

+1% 2% 5%

2% 4%

3%

2%

0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 平均勤続年数

処遇改善等加算Ⅰ

加算率が上昇

①基礎分（２～１２％）
※勤続年数が上昇するとともに増加する加算

額については昇給等に充当することが必要

②賃金改善要件分（６～７％）
11年未満 一律６％

11年以上 一律７％

③キャリアパス要件分（２％）
要件を満たさない場合は②から▲２％減

＋１％
（新しい経済政策パッケージ）
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（２）社会福祉法人以外の法人についても、保育所の会計は社会福祉法人会計基

準や国の通知により定められた処理方法により対応すること。 

ア 北九州市特定教育・保施設及び地域型保育事業の運営に関する基準に関す

る条例第 34 条を踏まえ、収支計算書又は損益計算書において、保育所を経

営する事業に係る区分を設けること。 

イ 保育所を経営する事業については、積立金・積立資産明細書を作成するこ 

と。 

ウ 学校法人会計基準及び企業会計の基準による会計処理を行っている者は、

（ア）に定める区分ごとに、平成 12 年３月 10 日児発保 295 号通知（保育所

の設置認可等について）別紙１の積立金・積立資産明細書を作成すること。 

  なお、企業会計の基準による会計処理を行っている者は、（ア）に定め区

分ごとに、企業会計の基準による貸借対照表（流動資産及び負債のみを記

載）、及び平成 12 年３月 10 日児発保 295 号通知別紙２の借入金明細書、及

び別紙３の基本財産及びその他固定資産（有形固定資産）の明細書を作成

すること。 

エ 毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる書類に、保育所を経営する事

業に係る現況報告書を添付して、市長に対して提出すること。 

ａ 前会計年度末における貸借対照表 

  ｂ 前会計年度の収支計算書又は損益計算書 

ｃ 保育所を経営する事業に係る前会計年度末における積立金・積立資産

明細書 

ただし、学校法人会計基準及び企業会計による会計処理を行っている者

については、保育所を経営する事業に係る前会計年度末における平成 12

年３月 10 日児発保 295 号通知別紙１の積立金・積立資産明細表 

また、企業会計の基準による会計処理を行っている者は、保育所を経営

する事業に係る前会計年度末における企業会計の基準による貸借対照表

（流動資産及び流動負債のみを記載）、平成 12 年３月 10 日児発保 295 号

通知別紙２の借入金明細書及び別紙３の基本財産及びその他の固定資産

（有形固定資産）の明細書 

 

 

７ 施設の改築について 

（１）白銀保育所は築４３年が経過しており、施設が老朽化しているため、保育

所運営事業者は早期の施設の改築に取り組むこと。 

なお改築の時期、方法等は市と白銀保育所運営事業者の協議により決定す

るものとする。 
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（２）施設の改築にあたり、白銀保育所運営事業者は法令等に基づく経費を負担

すること。施設整備費の試算は記載のモデルケースを参考に行うこと。 

（３）仮設園舎の整備にあたり、現保育所の調理環境と同等の環境を整えること。 

（４）保育所の改築に当たっては、保育所運営事業者が事業主体として自ら改築

計画について保護者や地域住民への説明を積極的に行い、理解と協力を得る

よう努めること。 

（５）施設の基準等 

① 施設の基準 

 保育所の設備には、乳児室又はほふく室、保育室、遊戯室、医務室、調

理室（隔壁で区画すること）、便所が必要です。その基準は「児童福祉施

設最低基準（厚生労働省令）」及び「北九州市児童福祉施設の設備及び運

営の基準に関する条例」によります。 

② 床面積 

保育室などの各室面積の基準は、児童福祉施設最低基準のとおりです。 

③ 屋外遊戯場（園庭） 

満２歳以上の幼児１人につき３．３㎡以上の専用の屋外遊戯場（園庭）

が必要です。 

※ ピロティーなど、屋根、天井がある場所は、屋外遊戯場としては認め

られません。 

④ 駐車場 

 児童の送迎に自動車を利用する保護者が増加しており、駐車場の確保が

望まれます。なお、最近の施設整備事例から試算した標準的な駐車台数は

７台です。 
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（参考）児童福祉施設最低基準 

 

部屋名称 条例最低基準 

保育室 

（０歳児室） 
３．３㎡／人 

（乳児室及びほふく室） 

（１歳児室） 
３．３㎡／人 

（乳児室及びほふく室） 

（２歳児室） 

１．９８㎡／人 
（３歳児室） 

（４歳児室） 

（５歳児室） 

事務室（医務室含む） 
医務室・調理室・トイレ

は、設置義務あり。 
調理室 

トイレ 

職員休憩室 

― 
一時保育室 

地域交流スペース 

その他(廊下、倉庫等) 

延床面積 ― 

園庭面積 ３．３㎡／人 

（満２歳以上） 

敷地面積 ― 

駐車台数 ― 

   

※ 施設の改築にあたっては、施設最低基準を確保したうえで、新設園舎の敷 

地や周辺環境、法人としての将来展望を考慮して施設整備を行ってください。 

※ 仮設園舎においても、施設最低基準や駐車場を確保してください。 
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（６）補助対象者 

    社会福祉法人、日本赤十字社又は公益社団法人、公益財団法人 

※ 今回、募集する施設の施設整備補助金については、就学前教育・保育施設

整備交付金を活用する予定です。補助金の交付決定後は、令和６年度に着工

し、かつ令和７年度中に確実に保育所の施設整備を完了する必要があります。 

 

（７）施設整備費 

① 施設整備補助金 

      施設整備補助金・・・・・・・・２１６，５２２千円（試算） 

      ※ 特殊付帯工事（ソーラー整備等）に係る加算、約１３，４２５千円を含む 

※ 仮設園舎整備及び旧園舎解体にかかる工事・設計費用のうち、事業主負担

分について別途、補助加算があります。 

      ※ 当該試算は令和５年度の交付基準額の単価にて行っているため、実際の補

助金の額とは異なります。 

       

② 補助対象経費について 

施設の整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工の

ため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の

２．６％に相当する額を限度額とする。）、仮設園舎整備費、解体費。 

※ 実施設計費については、交付金の内示後に契約したもののみ対象経費

となります。 

ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目において別途交付対象

とする費用を除き、工事費又は工事請負費には、これと同等と認められる

委託費、分担金及び適当と認められる購入費等を含みます。 

次の経費は、対象外になります。 

⑴ 土地の買収または整地（伐採、表土処理、切土、盛土、締固め、残土処

理、擁壁、集水桝（調整池）工事を含む。）に関する費用 

⑵ 職員の宿舎に要する費用 

⑶ その他 施設整備費として適当と認められない費用 

（例：耐震診断費・基本設計費・外構・備品等） 

 

 ＜注意事項＞ 

施設整備に必要な資金については、施設整備補助金と自己資金、借入金、

寄附金等で資金調達することになります。 

応募の際には、上記の条件で資金計画をたててください。 
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なお、この補助単価は、公募において資金計画等の算定方法を統一するた

めに、便宜上、設定する単価であり、この補助金額を確約するものではあり

ません。また施設整備に必要な資金については、全額自己資金でまかなって

もかまいません。 

 

③ 施設整備費について 

施設整備に当たっては、下記の費用が見込まれます。 

   

・設計費：概ね建築費の５％程度です。 

  ・建築費：施設規模により違いがありますが、概ね 300,000～350,000 円／㎡

程度です。内装に多くの木材を使用したり、円形の遊戯室を整備す

るなど特注のものが必要となる設計、デザインにすると建築コスト

が上昇します。 

  ・工事監理費：工事費の約２～３％程度です。 

  ・大型遊具：すべり台など大型遊具が必要ですが、施設の規模や屋外遊戯場の

形状により異なります。 

  ・備品：テーブルやイス、調理器具、コピー機、パソコンなどです。 

 

最近施設整備した保育所の施設整備費を参考にすると、１００名定員の施設

整備費は総額３億５千万円程度と見込まれます。（仮設費、解体費を除く） 

整備にあたり原則、総事業費の 10％以上を自己資金（現有資金・寄附金）と

して確保してください。この場合の総事業費とは、施設本体整備費と設備備品

購入費、その他工事費（造成費等）の合計額とします。また、現有資金は、現

金・預金等確実なものに限ります。 

 

 社会福祉法人（新設を含む）の場合、施設建設費の借入先については、独立

行政法人福祉医療機構（協調融資による市中銀行からの借入は可）及び北九州

市社会福祉協議会に限ります。但し、借入できるのは国庫補助の対象となる場

合のみです。 

 

④ その他 

    選定された後の建設工事の契約は、市が行う公共工事に準じて指名競争入札

等を行わなければなりません。 
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〔令和４年度定員　９０名〕 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

令和４年４月 4 11 13 12 15 13 68

５月 4 11 13 12 14 12 66

６月 4 11 14 12 14 12 67

７月 4 11 14 12 14 12 67

８月 4 11 14 12 14 12 67

９月 5 11 13 12 14 12 67

１０月 5 11 13 12 14 12 67

１１月 6 12 13 12 14 12 69

１２月 6 12 14 12 14 12 70

令和５年１月 6 12 13 12 14 12 69

２月 6 13 12 12 14 12 69

３月 7 13 12 12 14 12 70

乳児 １～２歳 ３歳 ４歳以上 計

令和４年４月 4 24 12 28 68

５月 4 24 12 26 66

６月 4 25 12 26 67

７月 4 25 12 26 67

８月 4 25 12 26 67

９月 5 24 12 26 67

１０月 5 24 12 26 67

１１月 6 25 12 26 69

１２月 6 26 12 26 70

令和５年１月 6 25 12 26 69

２月 6 25 12 26 69

３月 7 25 12 26 70

◇　白銀保育所定員 （参考）　

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

入所児童数 7 90

◇　定員１００名モデル （参考）　

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

入所児童数 11 17 17 18 18 19 100

※　令和５年３月時の市内保育所入所実績より試算

白銀保育所　入所児童数の推移
（令和４年度）

30 53
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定員を恒常的に超過する場合に係る別に定める調整率 　保育所（保育認定）

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

４歳以上児

３ 歳 児

１、２歳児

乳 児

定員区分
認定
区分

年齢区分
地域
区分

3/100
地域

　20人

2号

3号

　21人
　　から
　30人
　　まで

2号

3号

　31人
　　から
　40人
　　まで

2号

3号

　41人
　　から
　50人
　　まで

2号

3号

　131人
　　から
　140人
　　まで

2号

3号

　141人
　　から
　150人
　　まで

　71人
　　から
　80人
　　まで

2号

3号

　81人
　　から
　90人
　　まで

2号

3号

　51人
　　から
　60人
　　まで

2号

3号

　61人
　　から
　70人
　　まで

2号

3号

　91人
　　から
　100人
　　まで

2号

3号

　101人
　　から
　110人
　　まで

2号

3号

　171人
　　以上

2号

3号

　151人
　　から
　160人
　　まで

2号

3号

　161人
　　から
　170人
　　まで

2号

3号

2号

3号

　111人
　　から
　120人
　　まで

2号

3号

　121人
　　から
　130人
　　まで

2号

3号

　141人
　　から
　150人
　　まで

　151人
　　から
　160人
　　まで

　161人
　　から
　170人
　　まで

　171人
　　以上

利用子ども数

　20人
　　まで

　21人
　　から
　30人

　　まで

　31人
　　から
　40人

　　まで

　41人
　　から
　50人

　　まで

　51人
　　から
　60人

　　まで

　61人
　　から
　70人

　　まで

　71人
　　から
　80人

　　まで

　81人
　　から
　90人

　　まで

　91人
　　から
　100人
　　まで

　101人
　　から
　110人
　　まで

　111人
　　から
　120人
　　まで

　121人
　　から
　130人
　　まで

57/100 54/100 52/100 48/100 47/100 46/100 46/100 45/100

　131人
　　から
　140人
　　まで

56/100 55/100 55/100

45/100 44/100 44/100 43/100

87/100 84/100 77/100 72/100 69/100 66/100 61/100 60/100 59/100 58/100

79/100 69/100 66/100 61/100

70/100 69/10096/100 88/100

57/100 57/100

64/100 63/100

92/100 86/100 82/100 79/100 73/100 72/100 70/100 69/100 68/100 68/100

68/100 66/100 66/100 65/100 64/10083/100 79/100 76/100

67/100 66/100 66/100

94/100 89/100 86/100 80/100 78/100 77/100 75/100 74/100

77/100 77/100 76/100

74/100 73/100 72/100 71/100

95/100 91/100 85/100 83/100 81/100 80/100

89/100 87/100

79/100 78/100

81/100 80/100

93/100 91/100 89/100 88/100 87/100 86/100

86/100 84/100 83/100 82/100 82/10096/100

85/100 84/100 83/100

98/100 96/100 94/100 93/100

93/100 92/100 91/100

92/100 91/100 90/100 90/100

98/100 96/100 95/100 94/100

94/100 93/100

99/100 98/100

98/100 97/100 96/100 95/100

97/100 96/100 95/100

99/100 98/100 97/100

99/100 98/100 97/100 96/100

99/100 98/100

99/100
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　保　　　育　　　所　　　の　　　概　　　況

保育所名 施設長名

所　在　地

電話番号 FAX番号 認可年月

設置主体

建物構造

利用定員
(利用児童数)

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 合　計
※利用児童数は
令和５年４月時
点

２号定員
５３人

（　３９人　）

３号定員
７人

（　１人　）
３７人

（　２３人　）

開所時間 7:30 ～
１７：５０

（延長19:00）
保育短時間の
受入時間帯 9:00 ～ 17:00

保育の提供を
行わない日

職員数 ２４人 　

　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造　・　鉄骨造　・　木造　・　その他（　　　　　　　   　　　  　）     　　２階建（　　　　　　階部分）

　〒８０２－００７４　　　　　北九州市小倉北区白銀２丁目２番２５号

０９３－９２１－３１７１ 昭和３３年５月

令和５年４月１日現在

北九州市立　白銀保育所

０９３－９２１－３１７１

北九州市
運営主体

（設置主体と異なる場合）

熊谷　雅美

１ 日 の
過ごし方

建物延床面積

施設の目的

運営の方針

保育の方針

５４３．５１㎡　

　内訳　：　施設長（１人）　保育士（２０人）　調理員（委託業者２人）　その他（１人）

【施設の目的及び運営の方針】
　保育を必要とする子どもを日々受け入れ、適正な保育の提供を行うことにより、子どもの健全な心身の発達を図ることを
　目的とします。
　保育の提供に当たっては、入所する子どもの最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進することに最もふさわしい
　生活の場を提供するよう努めるものとします。

【保育の方針】
　〇家庭との連携の下、子どもが健康で安全に情緒の安定した生活ができる環境を用意し、養護及び教育を一体的に
　行い、子どもの健全な心身の発達を図ります。
　〇保育所の特性や保育士等の専門性を生かし、家庭や地域と連携しながら、子どもの育ちを支えます。

日曜日・祝日・年末年始（12月29日～1月3日）

３０人
（　　２２人　　）

５３人
（　３９人　　）

7:30

7時30分に保育所が
開きます

「おはようございます」

12:00

11:00

10:00

９:０0

17:50

15:00

17:00

13:00

ひるね

十分な休息をとります

「いただきます」

栄養バランスの良い給食を食べます

あそび

友だちや保育士と楽しく遊びます

「おかえりなさい」「さようなら、またあした」
迎えの順に帰宅します

17j時50分に保育所が
閉まります

※延長保育は１９j時までです

※保育短時間認定の方は

９時～１７時までの利用です

おやつ

あそび
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保育所名

　　

≪延 長 保 育≫
 　通常の保育時間を１９：００まで延長して保育をしています。

≪障害児保育≫
　障害児と健常児を一緒に保育し、相互の健全な育成を図ります。

≪地域活動事業≫
　・子育て支援「貴船子育て相談」や「親子ふれあいルーム」などの支援を行っています。絵本の読み聞かせや
　 わらべうた遊びなど地域の子育て相談を随時行っています。
  ・地域異年齢児との交流事業
   保育所で「あそぼう会」を設け、未入所児に育児相談や遊びの紹介をしています。
  ・世代間交流事業
　 貴船市民センターで、年長者の方とふれあい遊びなどを通して交流しています。

実費に係る
利   用   者
負   担   金

●３・４・５歳児の給食にかかる副食費（月額　４，５００円）
　　　　→　給食のおかずやおやつにかかる費用を負担するもの。
　　　　　　 ※　３か月に一度、３か月分の納入通知書をお渡しします。退所により、副食費の払い過ぎが
　　　　　　　　　生じた場合には、還付手続きを行いますので、「口座振替依頼書」を提出してください。
　　　　　　　　　なお、月途中での退所の場合は、日割り計算します。
●日本スポーツ振興センター共済掛金（年額　２５０円）
　　　　→　万一の怪我等に備えて、共済掛金に加入するもの。
●保護者会費（月額　２５０円）
　　　　→　遠足バス代、講師料などに使用するもの。
●帽子代金（1１００円）

そ  の  他
特記事項

【緊急時における対応方法】
　●保育の提供を行っているときに、入所児童に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、
　　速やかに嘱託医又は入所児童の主治の医師に連絡する等、必要な措置を講じます。
　●保育の提供により事故が発生した場合は、区保健福祉課、入所児童の保護者等に連絡すると
　　ともに、必要な措置を講じます。
　●事故の状況や事故に際して採った処置について記録するとともに事故発生の原因を解明し、
　　発生防止のための対策を講じます。

【非常災害対策】
　非常災害に備えて、消防計画等を作成し、防火管理者又は火気・消防等についての責任者を
　定め、月１回以上、避難及び消火に係る訓練を実施します。

【虐待の防止のための措置に関する事項】
　入所児童の人権の擁護及び虐待の防止を図るため、責任者の設置その他必要な体制の整備を
　行うとともに、職員に対する研修の実施その他必要な措置を講じます。

利用の開始
及び終了に
関する事項

 ●北九州市が行う利用調整により、利用者を決定します。なお、利用調整においては、保育の
　  必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い子から利用先が決定され
     ます。
 ●利用を終了する場合は、必ず「支給認定終了届出書(兼 保育所等退所届出書)」を提出して
　  ください。

各種保育
事 業 の
実施状況

年間行事
予　　定

８月　おまつりごっこ

９月　お楽しみ会

11月　消防総合避難訓練
　　　　秋の遠足

12月　保育発表会（2.3.4.5歳児）
　　　　クリスマス会

１月　 保育参観（0.1歳児）
　　　　卒園児記念撮影・こま回し大会

２月　 節分

北九州市立　白銀保育所

５月　シルエット劇場(5歳児)
　　　 健康診断

６月　保育参観（0.1.2歳児） 歯科検診（4.5歳)
        プラネタリウム（5歳児）

７月　七夕まつり　　日帰り保育（5歳児）
      　保育参観（3.4.5歳児）

３月　 ひなまつり・お別れパーティー
　　　　卒園式　　　修了式・閉所式

４月　進級式・入所説明会
　　　 誕生会（毎月）・避難訓練（毎月）

10月　運動会
　　　　健康診断
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白銀保育所　部屋別面積表

部屋名 面積

乳児室 73.50 ㎡

ほふく室 39.83 ㎡

調乳室 5.61 ㎡

保育室 51.82 ㎡

保育室 51.82 ㎡

遊戯室 58.05 ㎡

事務室 24.00 ㎡

調理室 28.20 ㎡

職員休憩室・更衣室 10.20 ㎡

沐浴室 14.85 ㎡

便所 20.80 ㎡

廊下その他 164.83 ㎡

合計 543.51 ㎡

園庭 547.80 ㎡
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白銀保育所及び仮設園舎 

位置関係図 
 

 
 
 

 

仮設園舎予定地 
（白銀公園） 

白銀保育所 

(c)Esri Japan 

距離：約 40ｍ 

徒歩：約１分 

(c)Esri Japan 
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北九州市延長保育事業実施要綱 

 

（趣  旨） 

第１条 保護者の就労形態の多様化及び通勤時間の延長等に伴い保育時間の延長に対する

需要が高まっている。こうした需要に対応するため、保育認定を受けた児童について、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第３項及び第４項に基づいて設置された

児童福祉施設（保育所、認定こども園。以下「施設等」という。）及び、同法第３４条の

１５第１項及び第２項に基づいて設置された家庭的保育事業等（家庭的保育事業、小規模

保育事業及び事業所内保育事業。以下「施設等」という。）において、通常の保育時間を

超えて保育を実施（以下「延長保育」という。）することで、安心して子育てができる環

境を整備し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（対象児童） 

第２条 この要綱に基づく延長保育は、子ども・子育て支援法第１９条第１項２号又は３号 

の認定を受け、北九州市保育の利用に関する要綱に該当する保育を必要とする児童が、保 

護者の労働時間その他家族の状況等のやむを得ない理由により、通常の保育時間を超えて 

保育することが必要なものについて行うものとする。 

 

（実施方法） 

第３条 延長保育を実施する施設等は、延長保育に対する需要が高く一定の対象児童の利用

が見込まれる施設等とする。 

２ 職員配置 

  延長保育を担当する保育士等は、ア～ケの各類型において次のとおりとする。また、 

配置する職員の数（以下｢基準配置｣という。）は、北九州市児童福祉施設の設備及び運 

営の基準に関する条例（平成２４年北九州市条例第６４号。以下「児童福祉施設基準条 

例」という。）又は北九州市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平 

成２６年北九州市条例第５３号。以下「家庭的保育事業等基準条例」という。）による 

保育士数等を配置するものとする。 

ア 保育所、認定こども園 

  基準配置により保育士を配置すること。ただし、保育士の数は２名を下ることはで

きない。 

  なお、開所時間内における短時間認定を受けた児童（以下「短時間認定児」という。）

の延長保育について、標準時間認定を受けた児童（以下「標準時間認定児」という。）

を保育する職員の支援を受けられる場合には、保育士１人で保育ができる乳幼児数の

範囲内において、保育士１人とすることができる。 

イ 小規模保育事業（Ａ型） 

  基準配置により保育士等を配置すること。 

ウ 事業所内保育事業（定員２０人以上・保育所型） 

  基準配置により保育士等を配置すること。ただし、保育士の数は２名を下ることは

できない。 

  添付資料 ４ 
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  なお、開所時間内における短時間認定児の延長保育について、標準時間認定児を保

育する職員の支援を受けられる場合には、保育士１人で保育ができる乳幼児数の範囲

内において、保育士１人とすることができる。 

エ 事業所内保育事業（定員１９人以下・小規模Ａ型） 

  基準配置により保育士を配置すること。 

オ 家庭的保育事業（定員４名以上） 

  家庭的保育者及び家庭的保育補助者を配置すること。 

カ 家庭的保育事業（定員３名以下） 

  家庭的保育者を配置すること。 

３ 実施要件・延長時間 

ア 短時間認定延長保育 

  (ア) １時間延長 

     開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時間を超えて 

１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の１日当たり平均対象児童数 

（以下「平均対象児童数」という。）が１人以上いること 

  (イ) ２時間延長 

     開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時間を超えて 

２時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均対象児童数が１人以上 

いること 

  (ウ) ３時間延長 

     開所時間内で、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時間を超えて 

３時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均対象児童数が１人以上 

いること  

  (エ) 開所時間を超えた延長 

     標準時間認定児と同様の取扱いとし、各時間帯における平均対象児童数の算 

定については、標準時間認定児と合算して算出すること。 

イ 標準時間認定延長保育（家庭的保育事業を除く） 

  (ア) １時間延長 

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均 

対象児童数が６人以上いること。 

  (イ) ２時間延長 

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均 

対象児童数が３人以上いること。 

  (ウ) ３時間以上の延長 

開所時間を超えて３時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均 

対象児童数が３人以上いること。 

  (エ) 上記(ア)～(ウ)に該当しないもので、開所時間を超えて３０分以上の延長保育 

を実施しており、延長時間内の平均対象児童数が１人以上いること。 

ウ 標準時間認定延長保育（家庭的保育事業） 

  (ア) １時間延長 

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均 

対象児童数が２人以上いること。 
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  (イ) ２時間延長 

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均 

対象児童数が１人以上いること。 

  (ウ) ３時間以上の延長 

開所時間を超えて３時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の平均 

対象児童数が１人以上いること。 

  (エ) 上記(ア)～(ウ)に該当しないもので、開所時間を超えて３０分以上の延長保育 

を実施しており、延長時間内の平均対象児童数が１人以上いること。 

エ 延長保育時間及び平均対象児童数の算出について 

(ア) 上記ア～ウにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時間又 

は開所時間の前及び後ろで延長保育を実施する場合は、前後の延長保育時間及び 

平均対象児童数を合算することはせず、前後それぞれで延長時間を定めること。 

   ただし、上記アにおいて、各施設等が設定した短時間認定児の保育を行う時間 

上、前後それぞれで算出される延長時間に端数が生じる場合は、平均対象児童数 

が１人以上いる時間を前後合算して算出すること。 

(イ) 上記ア～ウの各(エ)を除き、複数の延長時間区分に該当する場合は、最も長い 

延長時間の区分を適用すること。 

    また、平均対象児童数は、年間の上記の延長時間区分における各週の最も多い 

利用児童数をもって平均し、小数点以下第一位を四捨五入して得た数とすること。 

４ 夜間保育所における延長時間 

夜間保育所における標準時間認定延長保育は、午前１１時から午後１０時までの１１ 

時間開所の前後に実施し、以下のア～ウの時間のとおりとする。 

      ただし、開所時間の前後に利用する場合の延長時間については、通算する。 

   ア １時間延長   午前１０時から午前１１時までの間 

                     午後１０時から午後１１時までの間 

     イ ２時間延長  午前  ９時から午前１１時までの間 

                       午後１０時から午前  ０時までの間 

     ウ  ４時間延長    午前  ７時から午前１１時までの間 

 

５ 児童処遇 

  各施設等において、適時、対象児童に間食または夕食を与えるものとする。 

  ア 夜間保育所においては、午前１０時の対象児童のうち、３歳未満児に対して、間食 

を与えること。 

  イ 標準時間認定延長保育 

(ア)１時間延長の対象児童に対して、間食を与えること。   

   (イ)２時間延長の対象児童に対して、夕食を与えること。 

 

 （申  込） 

第４条 延長保育を希望する児童の保護者は、延長保育利用申込書（様式１）により施設等 

を運営する長に申し込みを行うものとする。 
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 （決 定、解 除） 

第５条 施設等を運営する長は、前条の申し込みがあったときは必要な審査を行い、延長保 

育が必要と認められるときは、保護者に延長保育決定通知書（様式２）を交付するととも 

にその写しを施設等の長に送付するものとする。 

２ 施設等を運営する長は、延長保育を解除したときは、保護者に延長保育解除通知書 

（様式３）を交付するとともにその写しを施設等の長に送付するものとする。 

 

 （辞 退 届） 

第６条 延長保育を受けている児童の保護者は、延長保育を辞退しようとするときは、 

 延長保育辞退届（様式４）を、施設等を運営する長に提出するものとする。 

 

 （報  告） 

第７条 施設等を運営する長は、毎月の延長保育事業利用児童状況を、利用月の翌月 

 ５日までに、福祉事務所長に報告するものとする。      

 

 （補  助） 

第８条 施設等を運営する長は、「延長保育事業開始届」及び「延長保育事業計画書」  

 等をあらかじめ北九州市長に提出しなければならない。 

 「延長保育事業開始届」及び「延長保育事業計画書」等を提出した施設等のうち、延長保 

育が必要と認められる施設等については、延長保育の円滑な実施のために、本事業の費用 

の一部について、北九州市長は別に定めるところにより補助を行うものとする。 

 

 （保護者負担） 

第９条 保護者は、人件費、間食費、夕食費、保育材料費等の経費の一部として、 

 別表に定める額を直接、延長保育を実施する施設等に納入するものとする。 

 

   （細  則） 

第10条 この要綱の施行に関し、必要な事項は子ども家庭局長が別に定める。 

 

     付 則 

   この要綱は、昭和５７年２月１３日から施行する。 

     付 則 

   この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

          付 則 

      この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

          付 則 

      この要綱は、平成１１年１０月１日から施行する。 

          付 則 

      この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

          付 則 

      この要綱は、平成２０年６月１日から施行する。 

     付 則 

   この要綱は、平成２７年１０月１日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 
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北九州市一時保育事業実施要綱  

 

 

 （趣  旨） 

第 １ 条  この要綱は、近年、パート就労等女性の就労形態の多様化に伴う一時的  

  な保育や保護者の傷病等による緊急時の保育などに対する需要が高まっている 

 ことに鑑み、これらの保育需要に対応するため、一時保育事業を実施し、保育所 

が地域における保育センター的役割を担うよう、活動を充実強化し、もって乳幼 

児の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （事業内容及び定員） 

第 ２ 条 事業の内容は次のとおりとする。 

  (1) 非定型的保育サービス事業 

    保護者等の労働、職業訓練、就学等により、家庭における保育が断続的に 

   困難となる児童に対する保育サービス事業で、利用できる日数は、原則とし 

   て週３日を限度とする。 

  (2) 緊急保育サービス事業 

    保護者等の傷病、災害・事故、出産、看護・介護、冠婚葬祭、裁判員制度に

伴う裁判員等社会的に止むを得ない事由により緊急・一時的に家庭保育が困

難となる児童に対する保育サービス事業で、利用できる日数は１４日間を限

度とする。 

   (3)  私的理由による保育サービス事業 

    保護者の育児に伴う心理的、肉体的負担を解消する等の私的理由により一 

    時的に保育が必要となる児童に対する保育サービス事業で、利用できる日数 

   は週３日を限度とする。 

  ２ １日あたりの利用人数については、前項各号の合計が概ね１０人程度とする。 

 （対象児童） 

第 ３ 条 事業の対象となる児童は、児童福祉法第２４条の規定による入所の対象 

  とならない就学前の児童とする。 

 （実施保育所） 

第 ４ 条 事業を実施する保育所（以下「実施保育所」という）は、一時保育に対 

   する需要が高く、一定の対象児童の利用が見込まれる地域に設置された保育所 

   とし、北九州市が決定した保育所とする。 

 （保 育 室） 

第 ５ 条 事業を実施する場合は、既存の保育所において本事業専用の保育室を確 

   保することを原則とするが、専用の保育室を確保しなくても本事業の実施に支 

   障がない場合は、専用の部屋を設けなくても差し支えないものとする。 

 （職員配置） 

第 ６ 条 職員は、専任職員を配置するものとする。ただし、入所児童を含め児童  

   の処遇に支障のない場合は、施設の実態に応じ専任職員以外の職員の協力を得 

   て実施することができるものとする。 

 

  添付資料 ５ 
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 （対象児童の健康診断） 

第 ７ 条 対象児童に係る健康診断は次により実施するものとする。 

  (1) 非定型的保育サービス事業の対象となる児童については、入所児童に準じ 

   て実施するものとする。ただし、全ての対象児童について一斉に実施するこ 

   とが困難な場合には、保護者から個別に「診断書」を徴するものとする。 

  (2) 緊急保育及び私的理由によるサービス事業の対象となる児童については、 

   申請時に児童の健康状態等を十分聴取する等、入所児童の処遇に支障のない 

   よう留意するものとする。 

 （申  請） 

第 ８ 条 一時保育を希望する児童の保護者は、「一時保育申込書」（様式１）  

  にその旨を記入し、福祉事務所長に申請を行うものとする。 

 （登録の決定） 

第 ９ 条 前条による書類の提出を受けた福祉事務所長は、内容を審査のうえ、登 

録し、利用人員によっては、利用を制限するものとする。 

   なお、登録の有効期間は、当該登録日の属する年度の末日までとし、保護者 

  から継続の申し出がない場合は、当該児童の登録を抹消するものとする。 

 （報  告） 

第１０条 福祉事務所長は、登録を行なったときは、「一時保育登録承認書」（様 

式２）を申請者に交付するとともに、保育所に連絡するものとする。 

 （利用時間） 

第１１条 利用できる時間は、午前９時から午後５時までの概ね８時間とする。ただ

し、裁判員制度に伴う利用に限り、午後５時５０分までの利用を可能とする。 

 （保護者負担金） 

第１２条 保護者は、人件費、給食費、保育材料費等の経費として、別表に定める 

  利用料を実施園に納入するものとする。 

 （補  助） 

第１３条 第４条の実施保育所は、「一時保育事業開始届」及び「一時保育事業計 

   画書」等を北九州市長に提出しなければならない。 

 ２ 前項の実施保育所には、一時保育の円滑な実施のために、「北九州市特別保 

  育事業補助金交付要綱」により補助を行うものとする。 

 （細  則） 

第１４条 この要綱の施行に関し、必要な事項は子ども家庭局長が別に定める。 

 

   付 則 

    この要綱は、平成２年６月１日から施行する。 

   付 則 

    この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

   付 則 

    この要綱は、平成７年９月１日から施行する。 

    付 則 

    この要綱は、平成１０年９月１日から施行する。 
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付 則 

    この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

      付 則 

    この要綱は、平成２０年６月１日から施行する。 

      付 則 

    この要綱は、平成２１年５月２１日から施行する。 

   付 則 

    この要綱は、平成２５年８月１日から施行する。 

   付 則 

    この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   付 則 

    この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 
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別 表  

       

 

 

一時保育事業保護者負担金  

 

 

 

 
対象児童の登録する年度初日（4月1日）に属する区分 利用料（日額） 

 

 
世  帯  区  分 年 齢 区 分       

 

 

 ３歳未満児 

２，０００ 円 

（給食費等５００円

を含む） 

 

 一        般    

 

 ３歳以上児 

１，５００ 円 

（給食費等５００円

を含む） 

 

  

 

① 生活保護法による被保護世帯及び中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

による支援給付受給世帯 

② その他生活が特に困窮している世帯 

 

 

     ５００ 円 

（給食費等） 

 

 

    

  非常災害等の罹災及び避難等により、その他、市長が特に 

必要と認める世帯 

 

 

      ０ 円 
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（様式２） 

 

 
         一 時 保 育 登 録 承 認 書 

 

   

                      平成  年  月  日  

   

   

    住所  北九州市    区   町  

                 丁目  番  号  

   

    氏名            様  

   

                         福祉事務所長  

   

   

        下記のとおり登録しましたので通知します。  

   

                  記  

                                              

  登 録 児 童 氏 名    

  生 年 月 日 （ 年 齢 ）              平成  年  月  日（   歳）   

  登 非定型及び私的理由に  平成   年   月   日から   

   よる保育サービス事業  平成   年   月   日まで   

  録     

    実際に利用する日から１４日間を限度   

  期  とする。   

   緊急保育サービス事業    

    ※利用開始日は、実施園で記入します   

  間  利用開始日 平成  年  月  日から   

  
登  録  Ｎｏ． 

   

利用保育所（園）名 
①           保育所（園） 

②           保育所（園） 

      

    利 用 料（日額）                              円   

   （※利用料は、登録する年度初日｛4月1日｝の年齢により決定）   
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公立保育所 引継ぎ業務について（例） 
 
１ 引継ぎ業務について 
（１）業務の趣旨 

本業務は、北九州市立白銀保育所の管理運営業務を円滑に引継ぐための引継ぎ業務とする。 

（２）実施期間等 

令和５年１１月１日から令和６年３月３１日までの間で、原則として日曜日、休日（国民の

祝日に関する法律に規定する休日）を除いた日とする。 

ただし、所長については随時とする。 

（３）業務の時間 

午前７時３０分から午後６時までの間で保育課が指定する。 

  ただし、事情により時間を変更する場合、及び日曜日、休日に行われる場合は、あらかじめ

連絡をする。 

（４）実施場所 

北九州市立白銀保育所（小倉北区白銀二丁目２番２５号） 

 

２ 業務に従事する職員 
（１）所 長  １名 

（２）保育士  ●名 

※ このほか主任保育士を配置する場合、上記の職員に加える。 

 

３ 業務の内容 
（１）所長の業務 

  ア 全体的な計画等の策定に関すること。 

  イ 保護者・児童に関する情報の把握に関すること。 

  ウ 児童の受入準備に関すること。 

  エ 入所式・開所式に関すること。 

  オ 保護者説明会に関すること。 

 

（２）保育士の業務 

  ア 児童・保護者の情報の把握に関すること。 

  イ 児童の個別指導計画の検討に関すること。 

  ウ 室内環境整備の検討に関すること。 

  エ 消耗品等購入物品のリストアップに関すること。 

 

添付資料６ 
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４ 所長に関する引継ぎ（現所長から法人新所長、主任への引継ぎ） 

（１）保育所運営上の伝達 

・ 園の保育指針 

（各年齢の保育で大事にしている点等） 

・ １日の生活 

（遊び、給食、午睡、職員配置等） 

・ 年間行事 

（入所式、親子遠足、保育参観、夕涼み会、運動会、生活発表会、餅つき、卒園式、等） 

・ 地域交流について 

・ 物品の引継ぎ準備、整理 

・ 保護者会について 

  （会則、会費、役員会、役員選出方法等） 

・避難確保計画と避難訓練の実施について 

 

（２）保護者・児童に関する情報提供（家庭環境、課題等） 

・ 児童等の情報の伝達 

（名前や健康状態、アレルギー等児童個人に係る情報、家庭事情等） 

※ 加配の付いている障害児について、必要に応じ引継ぎを行う。 

・ 連絡帳など保護者への連絡方法 

（個人連絡帳、保育所だより、クラスだより、給食だより等） 

・ 視診票の記入 

 

（３）保護者との相互理解の促進 

・ 送迎時の保護者対応（引継ぎ担当職員と交代で従事） 

・ その他、個別対応等（市保育所長、保育士の協力のもと、必要に応じ適宜実施） 

 

（４）児童の受入準備 

・ 新規入所申込み（面接対応＝新所長） 

 

（５）給食に関すること 

  ・ 離乳食・アレルギー食への対応等の情報の把握について 

  ・ 食材の発注先について 
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５ 保育士に関する引継ぎ 

 

■ 引継ぎ及び開所準備のため、法人の保育士（経験者）●名を、令和５年１１月１日から

令和６年３月３１日までの間法人内に配置し、新保育所の開所準備と白銀保育所での引き

継ぎに従事する。 

  ０・１歳児クラス２名、２歳児クラス１名、３歳児クラス１名、４歳児クラス１名 

 

■ このほか、上記の引継ぎ担当保育士と交代で法人の新保育所職員（所長、主任、保育士）

が引き継ぎに参加する機会を設ける。 

 

■ 直営保育所の現職員の引継ぎ等に伴う代替として、臨時職員（保育士）１名を令和５年

１１月１日から令和６年３月３１日までの間、配置する。 

 

■ 引継ぎは必要に応じて時間外にも行う。 

 

（１）白銀保育所の現職員の業務内容 

○ 白銀保育所の現職員は、法人の職員に対して、保育をするうえで必要な児童・保護者の

情報（児童及び保護者の名前、特に対応を要することなど）を伝達する。 

※加配の付いている障害児について、必要に応じ引継ぎを行う。 

○ 上記業務以外の、通常、白銀保育所の現職員が実施している業務は、従前どおりとする。 

 

（２）法人の職員の業務内容 

○ 法人の職員は、日常の保育等を通じて児童・保護者の情報を把握し、直営保育所の職員

と協力して保育に従事する。 

※加配の付いている障害児について、必要に応じ引継ぎを受ける。 

○ その他、４月からの開所準備作業に従事する。 

◆ 具体的な業務内容   次ページのとおり 

 

（３）その他確認事項 

○ 法人の職員は、児童、保護者に関する情報について、現保育所長から引継ぎを受ける。 

○ 白銀保育所の職員は、必要に応じ現保育所長と共に児童、保護者に関する情報の引継ぎ

を行う。 

○ 法人の職員は、白銀保育所の職員の協力のもと、日常の保育等を通じて、児童との信頼

関係の形成や、保護者との相互理解の促進に努める。 
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法人職員の具体的な業務内容 

 

◇ ４月以降の運営主体変更に伴う引継業務を円滑に行うため、法人職員は下記のとおり引継業

務に従事するものとする。 

◇ 引継業務の実施に当たっては、業務の進捗状況や白銀保育所職員及び法人職員の勤務などに

応じ、双方協議のうえ適切に対応するものとする。 

 

日 程 業務内容 

Ｒ５年１１月 

・ 

Ｒ６年 １月 

Ｒ５年１１月 １日 

～ 

Ｒ６年 １月３１日 

所長との打合せ 

職員と子どもたちへの法人職員の紹介（３０分程度） 

１１／１     ・10:10～10:40（●人） 

 

送迎対応・集団保育【概ね１８日】 

１１／２２  

・16:00～18:00（●人） 

１１／２～１／３１ ２班体制 

・ 7:30～10:10（●人） 

・16:00～18:00（●人） 

 

開所準備（法人施設内または現保育所）【期間内・随時】 

   ・10:10～15:20（●人） 

Ｒ６年２月 

・ 

Ｒ６年３月 

Ｒ６年 ２月 １日 

～ 

Ｒ６年 ３月３１日 

送迎対応・集団保育【概ね１６日】 

（※概ね週３日。ただし３月１日～１２日は概ね週１日） 

１／１～３／３１ ２班体制 

・ 7:30～10:10（●人） 

・16:00～18:00（●人） 

 

クラス別保育への参加【各年齢とも期限内で５日】 

 ・０～４歳児クラス ・ 9:30～17:20 

 

開所準備（法人施設内または現保育所）【期間内・随時】 

   ・10:10～15:20（●人） 
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（注１） 法人の引継ぎ担当保育士（●名）が２班に分かれる場合は、前半●人、後半●人と

する。また引継ぎ担当保育士以外の法人職員（所長、保育士）が引継ぎに参加する場

合、引継ぎ担当と交代で前半●人、後半●人の枠内で対応する。 

 

（注２） 「開所準備」とは、新年度の保育所運営に必要な準備作業を指す。具体的には各ク

ラスの受け持ち予定児童に関する情報の引継ぎ、指導計画等の作成、備品、消耗品等

の整理、その他新年度の準備（各種掲示物等の作成）など。 

 

（注３）開所準備は、基本的に法人施設内で作業を行うものとする。ただし、児童に関する情

報の引継ぎなど、必要に応じ現保育所施設内でも作業を行う。 

また法人職員は、上記の日程以外にも、必要に応じ法人施設内で開所準備作業に従事

する。 

 

（注４）「クラス別保育への参加」は、０～４歳児クラスとも予定期間内で行う。 

    クラス別保育への参加に当たっては、事前に現保育所長、クラス担任保育士と法人職

員で協議を行い、児童の状況に十分配慮しながら保育に参加する。 
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